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GDPの四半期分割手法についての比較と検討＊

� 岡 野　光 洋†

論文要旨

本稿では、国民経済計算の支出側、四半期系列の年度合計値に対して、デン

トン法やチャウ・リン法、プロラタ法を用いた四半期分割を試みた。また、比

較のために、時系列分析の手法を用いて補間した四半期系列も作成した。いく

つかの予測誤差指標を用いてこれらの系列を比較した結果、デントン法などの

補助系列を用いる手法は、補助系列を用いない手法より良好な結果となった

が、民間最終消費支出などの一部では逆転が見られた。また、デントン法では

良好かつ頑健な結果が得られたが、プロラタ法では不安定な結果となった。

キーワード： 国民経済計算、地域別支出総合指数、四半期分割
JEL分類番号：C₅₃, E₂₇.
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1 　はじめに

近年、地方創生や地域分権といった観点から、地域の強み・弱みを把握する

手段として、地域データの積極的活用に関心が集まっている＊1。地域経済の実

態を把握するための重要な統計の一つに、内閣府「国民経済計算」の都道府県

版である「県民経済計算」がある。しかし、これにはいくつかの課題がある。

₁つは、県民経済計算はデータの更新頻度が低く、年次系列しか得られないこ

とである＊2。また、確報値の公表まで ₂年後程度のラグがあることも課題であ

る＊3。このため、「県民経済計算は，地域経済の動向を示す総合的な経済統計と

して位置づけられているが，その活用は限られたものにとどまっている（芦

谷 , ₂₀₀₉）」。また、「地域の景気動向を捉える統計としては、日銀支店、地方

経産局、地銀が月毎・四半期毎に公表している統計資料があり、こちらが一般

的（佐藤 , ₂₀₁₀）」である。

時間的ラグの問題や更新頻度の問題を改善することを目的の一つとして、い

くつかの自治体では独自に四半期GDP速報（QE）を推計している。しかしな

がら、₂₀₀₉年 ₈ 月₃₁日時点でQEを推計・公表している県は秋田県、茨城県、

群馬県、新潟県、静岡県、兵庫県、鳥取県、広島県の ₈ 県にとどまる（佐藤 , 

₂₀₁₀）。自治体によるQEの推計・公表が全県で行われることが望ましいが、

推定の煩雑さや作業に伴う人件費等の問題から、短期間での実現は難しいと思

われる。

＊1 地域データをまとめて取得する方法としては、総務省統計局が提供するデータベース
「都道府県・市区町村のすがた（http://www.e-stat.go.jp/SG₁/estat/eStatTopPortal.do）」
などがある。また、地域経済ビッグデータ活用事例として内閣官房（まち・ひと・し
ごと創生本部事務局）及び経済産業省が「地域経済分析システム（RESAS）を提供し
ている（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/resas/）。

＊2 国民経済計算では確報値としての年次系列とともに、速報値としての四半期推計値
（QE）が利用可能である。

＊3 稲田・小川（₂₀₁₃）はこうした問題を解決するために地域GDPの早期推計を試みている。
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自治体で独自にQEを推計するアプローチとは別に、都道府県別・地域別の

年次系列を四半期ないし目次に分割して新たな高頻度系列を得るというアプ

ローチも考えられる。この場合、地域別GDPの分割には、内閣府「地域別支

出総合指数（RDEI）」を補助系列に用いることが有益と考えられる（田邊他 , 

₂₀₁₂）＊4。例えば山澤（₂₀₁₄）は、RDEIをベースとして、さらに、RDEIにない

政府最終消費支出や純輸出・純移出などの需要項目を独自に推計・補完したう

えで、「都道府県別月次GDP」を推計・公表している。また岡野・稲田（₂₀₁₇）

は、関西地域を対象に、RDEIがカバーしていない過去の期間（～₂₀₀₂年 ₃ 月）

について、独自に推定・外挿したうえで、民間最終消費支出（以下、消費）、

民間住宅（以下、住宅）、民間企業設備（以下、設備投資）、公的固定資本形成

（以下、公共投資）の ₄つを四半期に分割している＊5。

山澤（₂₀₁₄）や岡野・稲田（₂₀₁₇）による高頻度系列には、未知の系列を推

計するという性質上、作成された系列の妥当性・地域性・頑健性などを体系的

にチェックすることが難しいという問題がある。本稿の目的は、この問題につ

いて別の視点から検討することである。すなわち、 ₁）RDEIが都道府県別・

地域別だけでなく全国値も利用可能である点に着目し、 ₂）消費、住宅、設備

投資、公共投資の ₄つの費目について、県民経済計算のかわりに国民経済計算

のQEの年合計値を用いて、岡野・稲田（₂₀₁₇）をベースとした四半期分割を

行う。 ₃）作成された四半期系列を、元のQEと比較することで、予測誤差な

＊4 RDEIは「域内支出の動向を迅速かつ総合的に判断するための指標」として開発・公表
されている。全国₁₁の地域ブロック別に、地域別消費総合指数、地域別民間住宅総合
指数、地域別民間企業設備投資総合指数、地域別公共投資総合指数からなる指数であ
り、それぞれ県民経済計算における民間最終消費支出、民間住宅、民間企業設備、公
的固定資本形成に対応している。RDEIは地域別かつ月次で公表されていることに特徴
がある（ただし公表時期は ₃カ月おきである）。

＊5 Okano et al. （₂₀₁₅）、井田・松林（₂₀₁₆）では、関西経済版のDSGEモデルの構築及び
シミュレーション分析に、岡野、稲田（₂₀₁₇）や本稿の手法の一部を用いた関西四半
期GDP推計データが利用されている。
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どをチェックする。以上の分析は、県民経済計算の四半期分割のパフォーマン

スを正確に検証できるとは言えないまでも、一次接近としては有益であろ

う＊6。

本稿の分析は岡野・稲田（₂₀₁₇）とは次の ₃点で異なる。 ₁点目は、県民経

済計算の代わりに国民経済計算を用いることにより、関西など特定の地域を直

接の対象とすることはできない点である。 ₂点目は、岡野・稲田（₂₀₁₇）では

プロラタ法による分割のみを行っていたが、本稿では、比較のために他の分割

手法、すなわちデントン法やチャウ・リン法による分割も行う点である。ま

た、補助系列を必要としない時系列分析の手法を用いた補間についても検討し

ている。 ₃点目は、複数の予測誤差指標を用いて、それぞれの手法を比較検証

する点である。

先行研究では、四半期分割の手法を検証する方法として、モンテカルロシ

ミュレーションを使った大守（₂₀₀₂）などがある。また、田邊他（₂₀₁₂）では、

作成された系列を被説明変数として、新たな回帰モデルに当てはめてその妥当

性を検証している。その他の関連する研究として、国友・川崎（₂₀₁₁）は本稿

と同様にデントン法やチャウ・リン法による四半期分割を比較している。また

坂口（₂₀₁₃）は日本の地域統計を対象として、時間・空間の双方にずれを伴う

データの補間・補正方法を検討している。

本稿の分析によって、以下の点が明らかになった。まず、住宅、設備投資、

公共投資については、補助系列の有無で予測誤差にはっきりとした傾向が認め

られた。すなわち、これらはいずれの予測誤差指標でみても、デントン法、

チャウ・リン法、プロラタ法のパフォーマンスが上位 ₃位以内に収まった。一

方で、消費については、一部に逆転が見られた。すなわち、補助系列を用いな

＊6 厳密に言えば、県民経済計算と国民経済計算との関係や、国民経済計算の四半期推計
値（QE）と、確報としての年値の関係を精査する必要がある。理論上はこれらは全て
同一であるが、統計上ではこれらの間にはそれぞれに断層が生じている。
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い分割手法が補助系列を用いる分割手法より予測誤差で劣る結果となった。次
に、デントン法、チャウ・リン法、プロラタ法を比較すると、デントン法はい
ずれの費目においても、またいずれの予測指標でみても、高いパフォーマンス
を示した。チャウ・リン法とプロラタ法は、住宅、設備投資、公共投資では比
較的良いパフォーマンスを示したが、消費においては、補助系列を用いない分
割手法に部分的に劣る結果となった。以上の分析から、デントン法については
比較的頑健であるが、プロラタ法による分割には注意を要するということが示
唆された。
本稿の構成は以下の通りである。 ₂ 節では、RDEIの性質について概観し、

国民経済計算との比較を行う。 ₃節では、いくつかの分割手法を用いて国民経
済計算の四半期系列の年度合計値を四半期分割する。 ₄節では、いくつかの予
測誤差指標を用いて、分割手法のパフォーマンスを比較する。 ₅節で結論と今
後の課題を述べる。付録Aでチャウ・リン法、デントン法、プロラタ法につい
て解説する。

2 　補助系列としての地域別支出総合指数（RDEI）

四半期分割の精度を決める際に重要な要素は、補助系列（ここではRDEI）
の妥当性である。RDEIは、GDPの説明変数として一定のパフォーマンスが認
められている（田邊他 , ₂₀₁₂）。補助系列が参照系列をよく説明できなけれ
ば、もちろん、四半期分割のパフォーマンスは悪化する。そこで本節では、事
前のチェックとして、国民経済計算の四半期系列（QE、参照系列）とRDEI

（補助系列、月次系列の四半期平均値）を比較しておこう。
図 ₁ では、₂₀₀₂年 ₄ － ₆ 月期を₁₀₀として、両者を比較している。図を見る
と、住宅ではほとんど乖離が見られないが、消費、設備投資、公共投資ではそ
れぞれ最大₁₅%－₂₀%程度の乖離が見られる。これらの乖離の原因として、
RDEIの変動が国民経済計算の変動より小さいことが考えられる。すなわち、

5

GDPの四半期分割手法についての比較と検討（岡野）



消費のように上昇トレンドを持つものはQEに比してRDEIの上昇幅が小さく
抑えられ、反対に、近年の公共投資のように下降トレンドを持つものは、RDEI
の下落幅が緩やかになっている。実際、表 ₁から、消費、設備投資、公共投資
はいずれも、国民経済計算の変動がRDEIの変動より大きくなっていることが
確認できる。消費では、国民経済計算の₀.₀₉に対してRDEIは₀.₀₂と₄.₅倍の開
きがある。設備投資、公共投資はそれぞれ₀.₀₁（₁₄.₂%）、₀.₀₅（₃₈.₄%）の変
動差となっている。乖離の小さい住宅では、変動係数もほぼ同じとなってい
る。乖離は主に変動の大きさの違いから生じるものであることから、変化の方
向性としてみれば、それほど大きな違いはないことに留意されたい。

注：cons、housing、inv、publicはそれぞれ、消費、住宅、設備投資、公共投資を表
す。qeは国民経済計算の四半期推計値（支出側、実質、平成₁₇年基準実質値）であ
り、センサスX₁₃-ARIMAを用いて季節調整をかけている。rdeiは地域別支出総合指
数の四半期平均値（実質値、季節調整済み）である。₂₀₀₂年 ₄ － ₆ 月期を₁₀₀として
指数化している。
出所：内閣府「国民経済計算」「地域別支出総合指数」より筆者作成。

図 1 　RDEIとQEの推移（2002:Q2＝100）
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国民経済計算とRDEIとの間になぜ乖離が生じるのかという問題について

は、本稿の扱う範囲を超えるため、詳細には論じない。ここでは、補助系列の

精度には限界があるということを指摘しておく。補助系列が参照系列からあま

りに乖離しては、補助系列としての役目を果たすことができない。したがって

その場合には、線形補間など別の方法に頼らざるを得ない。しかしながら、地

域固有の変動を捉えるには、利用可能な補助系列は可能な限り利用すべきと考

える。

3 　国民経済計算の四半期分割

本節では、四半期国民経済計算（QE）の年度合計値に対して、RDEIを補

助系列として、いくつかの四半期分割を行う。分割手法には、デントン法、

チャウ・リン法、プロラタ法を用いる。いずれも、参照系列と補助系列との関

係性に注目して分割を行うが、参照系列と補助系列との差異を四半期にどう分

配するかで異なるアプローチをとる。また、デントン法では、補助系列を定数

項ベクトルとおくことで、補助系列を用いずに分割を行うことができる。これ

らの分割手法の詳細については付録Aを参照されたい。

図 ₂ に、 ₁）補助系列を用いないデントン法（constant）、 ₂）補助系列を

表 1 　RDEIとQEの変動係数（2002:Q2 to 2015:Q1）

cons housing inv public

qe rdei qe rdei qe rdei qe rdei

CV ₀.₀₉ ₀.₀₂ ₀.₁₅ ₀.₁₅ ₀.₀₈ ₀.₀₇ ₀.₁₈ ₀.₁₃

注：CVは変動係数を表す。cons, housing, inv, publicはそれぞれ、消費、住宅、設備
投資、公共投資を表す。qeは国民経済計算の四半期推計値（支出側、実質、平成₁₇
年基準実質値）であり、センサスX₁₃-ARIMAを用いて季節調整をかけている。rdei
は地域別支出総合指数の四半期平均値（実質値、季節調整済み）である。
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用いたデントン法（denton）、 ₃）チャウ・リン法（ linchow）、 ₄）プロラタ

法（prorata）、 ₅）四半期国民経済計算（qe）の比較を示す。ここでは、四

半期国民経済計算（実線）と近い変動をする系列ほど、より適切な四半期分割

が行われていると判断できるが、プロットを見る限りではそれぞれの手法で結

果に大きな違いはない。例外は、補助系列を用いないデントン法（constant）

である。これは、四半期の情報を利用することができないことから、四半期分

割の結果も滑らかになっていることが確認できる。

注：cons、housing、inv、publicはそれぞれ、消費、住宅、設備投資、公共投資を表
す。constant、denton 、linchow、prorata、qeはそれぞれ、補助系列を用いないデン
トン法、デントン法、チャウ・リン法、プロラタ法、国民経済計算の四半期推計値 
を表す。ただしここでのデントン法はDenton-Chollete と呼ばれる、デントン法の派
生手法を意味する。Denton-Chollete法についてはDagum and Cholette （₂₀₀₆）を参照
のこと。

図 2 　四半期分割の比較
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図 ₃ には、図 ₂ の結果を前期比（%）で示している。民間住宅（housing）

についてみると、補助系列を用いないデントン法（constant）において、他と

比較して変動が過小となっていることが確認できる。これは図 ₂の結果と整合

的である。またプロラタ法（点線）では消費や設備投資などで国民経済計算

（qe、実線）との差が大きくなっている所が散見される。その他の図について

は、大きな違いは見あたらない。

注：cons、housing、inv、publicはそれぞれ、消費、住宅、設備投資、公共投資を表
す。constant、denton、linchow、prorata、qeはそれぞれ、補助系列を用いない（補
助系列を定数項とする）デントン法、デントン法、チャウ・リン法、プロラタ法、
国民経済計算の四半期推計値を表す。ただしここでのデントン法はDenton-Chollete
と呼ばれる、デントン法の派生手法を意味する。Denton-Chollete法については
Dagum and Cholette （₂₀₀₆）を参照のこと。

図 3 　四半期分割の比較（前期比%）
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4 　分割手法の比較検証

以上の議論を踏まえて、本節では、いくつかの分割手法を比較検討する。前

節と同じく、四半期国民経済計算（QE）の年度合計値に対して、RDEIを補

助系列として四半期分割を行う。対象となる支出項目は消費、住宅、設備投

資、公共投資である。比較する手法は、 ₁）補助系列を用いないデントン法

（constant）、 ₂）補助系列を用いるデントン法（denton）、 ₃）チャウ・リン

法（ linchow）、 ₄）プロラタ法（prorata）である。また、比較のために、時

系列分析の手法を用いた補間についても合わせて紹介する。時系列分析の手法

としては、 ₅）線形補間（ linear）、 ₆）近傍補間（nearest）、 ₇）キュービッ

クスプライン補間（cubic）、 ₈）Akima補間（akima）を用いる＊7。線形補間は、

年次系列の各点を結ぶ線分上に、四半期系列の各点を補間する方法である。近

傍補間は、年次系列の任意の直近の値（例えば年度初めの値）が ₁年間、 ₄四

半期に渡って続くとみなす補完方法である。キュービックスプライン補間や

Akima補間は、各点の間の線分を滑らかに結ぶ手法である。キュービックスプ

ライン補間についてはDe Boor et al. （₁₉₇₈）を、Akima補間については

Akima （₁₉₇₀）を参照のこと。これらの手法は、四半期の情報を用いないこと

から、補助系列が有用なものである限り、予測パフォーマンスでデントン法、

チャウ・リン法、プロラタ法に劣るはずである。

本稿では、予測誤差の計測のためにMAE（Mean Absolute Error）、MAPE

（Mean Absolute Percentage Error）、RMSE（Root Mean Square Error）、

＊7 これらは補間（ interpoation）であり、これまでの議論において暗黙的に用いてきた分
配（distribution）とは異なる概念である。これらの方法は、本来はフロー系列よりも
ストック系列の補間に適しているが、本稿では参考系列として用いる。時系列分析の
手法を用いた分割には、ここで挙げた他にも、ラグランジュ補間やフラクタル補間な
どの様々なバリエーションがある。これらについては、北川（₂₀₀₃）、辰巳・松葉
（₂₀₀₈）などを参照のこと。
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RMSLE（Root Mean Squared Loarithmic Error）の ₄ つの指標を並列的に用い

る。各指標の計算式は以下の通りである。

ただし は実現値（ここでは、四半期国民経済計算）、 はその予測値を表

す。 はサンプルサイズである。いずれの指標も、値が小さい方が予測誤差

が小さく、パフォーマンスに優れると判断される。MAEとRMSEの違いは、

予測誤差を ₂乗するかどうかである。RMSEでは予測誤差を ₂乗してから平方

根をとるため、予測誤差の絶対値で評価するMAEと比べて、個々の誤差が大

きくなることに対するペナルティが大きくなる。なおその他の特徴などについ

てはWillmott and Matsuura （₂₀₀₅）等を参照のこと。

表 ₂で手法別、費目別の予測誤差を比較した。まず、表を縦にみていくと、

住宅（housing）、設備投資（ inv）、公共投資（public）については、補助系列

の有無で予測誤差にはっきりとした傾向が認められる。すなわち、MAE、

MAPE、RMSE、RMSLEのいずれでみても、denton、linchow、prorataは予測

パフォーマンスが ₁位から ₃位に収まっている。一方で、消費については、一

部、補助系列を用いない分割手法（without indicator）が補助系列を用いる分

割手法（with indicator）より予測誤差で劣っている。すなわち、地域別消費
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表 2 　予測誤差の比較（水準 %）

measure indicator method cons housing inv public
mae with indicator denton ₃₈₃.₄（₂） ₂₆.₄（₃） ₂₂₉.₈（₂） ₆₀.₇（₂）

linchow ₅₃₈.₇（₆） ₂₂.₇（₂） ₂₂₁.₂（₁） ₇₂.₇（₃）
prorata ₆₅₀.₆（₈） ₂₀.₉（₁） ₂₃₅.₀（₃） ₅₆.₈（₁）

without  indicator akima ₃₈₉.₅（₄） ₈₅.₉（₅） ₃₁₅.₀（₆） ₁₇₄.₃（₅）
constant ₃₈₁.₁（₁） ₇₉.₇（₄） ₂₇₃.₈（₄） ₁₄₉.₉（₄）
cubic ₃₈₄.₁（₃） ₈₉.₁（₆） ₃₀₀.₈（₅） ₁₆₆.₄（₅）
linear ₃₉₅.₁（₅） ₉₄.₆（₇） ₃₂₅.₉（₇） ₁₇₅.₂（₇）
nearest ₆₃₂.₄（₇） ₁₁₆.₈（₈） ₄₃₄.₈（₈） ₂₀₉.₁（₈）

mape with indicator denton ₀.₄₃₇（₁） ₀.₇₁₂（₃） ₁.₀₉₈（₂） ₁.₀₆₃（₂）
linchow ₀.₆₁₈（₆） ₀.₆₀₉（₂） ₁.₀₅₉（₁） ₁.₂₉₆（₃）
prorata ₀.₇₅₂（₇） ₀.₅₄₈（₁） ₁.₁₄₀（₃） ₀.₉₈₅（₁）

without  indicator akima ₀.₅₄₉（₃） ₁.₇₆₁（₅） ₁.₇₃₁（₆） ₂.₃₅₈（₅）
constant ₀.₅₂₂（₂） ₁.₆₆₀（₄） ₁.₄₈₀（₄） ₂.₀₁₄（₄）
cubic ₀.₅₄₅（₃） ₁.₈₄₅（₆） ₁.₆₄₁（₅） ₂.₂₇₆（₅）
linear ₀.₅₅₅（₅） ₁.₉₃₇（₇） ₁.₇₉₆（₇） ₂.₃₇₃（₇）
nearest ₀.₉₁₉（₈） ₂.₃₆₄（₈） ₂.₄₃₇（₈） ₂.₈₇₄（₈）

rmse with indicator denton ₅₇₆.₀（₃） ₃₉.₀（₃） ₃₀₂.₆（₂） ₁₀₁.₄（₂）
linchow ₇₅₆.₅（₆） ₃₄.₃（₂） ₂₈₉.₉（₁） ₁₁₄.₈（₃）
prorata ₉₉₇.₃（₈） ₃₀.₉（₁） ₃₁₂.₅（₃） ₈₆.₃（₁）

without  indicator akima ₅₇₁.₅（₂） ₁₁₅.₇（₅） ₄₂₄.₇（₆） ₂₄₃.₈（₅）
constant ₅₇₉.₂（₄） ₁₀₂.₇（₄） ₃₆₉.₁（₄） ₂₂₁.₁（₄）
cubic ₅₆₁.₀（₁） ₁₁₈.₇（₆） ₄₁₈.₆（₅） ₂₃₃.₅（₅）
linear ₅₉₂.₅（₅） ₁₂₆.₅（₇） ₄₄₆.₇（₇） ₂₄₄.₆（₇）
nearest ₉₂₃.₀（₇） ₁₇₅.₈（₈） ₆₃₁.₆（₈） ₂₉₅.₄（₈）

rmsle with indicator denton ₀.₆₄₀（₁） ₁.₀₈₃（₃） ₁.₄₃₃（₂） ₁.₆₂₅（₂）
linchow ₀.₈₄₆（₆） ₀.₉₄₁（₂） ₁.₃₇₇（₁） ₁.₈₉₈（₃）
prorata ₁.₁₃₃（₇） ₀.₈₂₄（₁） ₁.₅₂₄（₃） ₁.₃₈₀（₁）

without  indicator akima ₀.₇₆₄（₄） ₂.₃₄₂（₅） ₂.₂₆₅（₆） ₃.₁₀₁（₅）
constant ₀.₇₂₈（₂） ₂.₁₆₇（₄） ₁.₉₁₆（₄） ₂.₇₇₀（₄）
cubic ₀.₇₅₅（₃） ₂.₄₄₀（₆） ₂.₂₁₆（₅） ₃.₀₁₄（₅）
linear ₀.₇₈₉（₅） ₂.₅₄₃（₇） ₂.₃₈₄（₇） ₃.₀₉₅（₇）
nearest ₁.₂₉₃（₈） ₃.₄₃₂（₈） ₃.₄₇₁（₈） ₃.₉₅₀（₈）

注：cons、housing、inv、publicはそれぞれ、消費、住宅、設備投資、公共投資を表
す。constant、denton、linchow、prorataはそれぞれ、補助系列を用いないデントン
法、デントン法、チャウ・リン法、プロラタ法を表す。ただしここでのデントン法
は Denton-Cholleteと呼ばれる、デントン法の派生手法を意味する。akima、cubic、
linear、nearestはそれぞれ、Akima補間、キュービックスプライン補間、線形補間、
近傍補間を表す。カッコ内は予測誤差指標ごとに計 ₈ つの分割手法で予測パフォー
マンスを比較した順位（値が小さい方が上位）を表す。
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総合指数（RDEIの消費指数）は補助系列としての必要条件を満たしていない

可能性がある。

次に、線形補間（ linear）や近傍補間（nearest）の予測誤差は全体的に大

きくなった。補助系列を用いない分割手法の中では、constantのパフォーマン

スが最も良く、akima、cubic、linear、nearestと続いた。補助系列を用いる分

割手法（デントン法、チャウ・リン法、プロラタ法）を比較すると、デントン

法（denton）はいずれの費目においても、またいずれの予測指標でみても ₁

－ ₃ 位以内と、高いパフォーマンスを示した。チャウ・リン法（ linchow）と

プロラタ法（prorata）は、住宅、設備投資、公共投資では比較的良いパフォー

マンスを示したが、消費においては、linchowで ₆ 位、prorataで ₇、 ₈ 位と、

いくつかの補助系列を用いない分割手法に劣る結果となった。

以下では、費目ごとの詳細をみていこう。まず、消費についてみると、

MAE、MAPE、RMSE、RMLSEはそれぞれ、次のような順位になった。

MAE constant < denton < cubic < akima < linear < linchow < nearest < prorata

MAPE denton < constant < cubic < akima < linear < linchow < prorata < nearest

RMSE cubic < akima < denton < constant < linear < linchow < nearest < prorata

RMLSE denton < constant < akima < cubic < linear < linchow < prorata < nearest

MAEでは、概ね上位グループ（constantから linearまで、₃₈₁-₃₉₅）と下位グ

ループ（ linchow、nearest、prorata、₅₃₉-₆₅₀）に分けることができる。MAPE 

では、constantとdenton、prorataとnearestの順位がMAEから入れ替わってい

るが、それ以外はMAEの結果と同様である。RMSEについても、上位グルー

プ（ cubic、akima、denton、constant、linear、₅₆₁-₅₉₃） と下位グループ

（ linchow、nearest、prorata、₇₅₆-₉₉₇）と分類でき、傾向としてはMAEと変

わらない。RMSLEでは、MAPEとわずかな違い（MAPEではcubic < akima、
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RMSLEでは akima < cubic）があるものの、ほぼ同様の結果となっている。

linchowやprorataは、補助系列を必要としない linearよりも予測誤差が大きく

なるという結果になった。対照的に、denton、constantは比較的良いパフォー

マンスを示した。

次に、住宅についてみると、MAE、MAPE、RMSE、RMLSEで順位が全て

同じとなった。

住宅　prorata < linchow < denton < constant < akima < cubic < linear < nearest

MAEで見ると、補助系列を用いるグループ（₂₁-₂₆）と補助系列を用いないグ

ループ（₈₀-₁₁₇）では明確な差があり、補助系列の有効性が確認できる。補助

系列を用いるグループ間で比較すると、prorataは linchow、dentonとは異な

り、推計を必要としない（＝計算が容易であり、データ更新に伴う遡及改訂が

生じない）という実務上の利点がある。prorataが他の分割手法より少ない予

測誤差を示すケースが存在することは、特筆すべき点である。

また、設備投資についても、MAE、MAPE、RMSE、RMLSEで順位が全て

同じとなった。

設備投資　linchow < denton < prorata < constant < cubic < akima < linear < nearest

住宅と同じように、補助系列を用いるグループ（MAE:₂₂₁-₂₃₅）と補助系列

を用いないグループ（MAE:₂₇₃-₄₃₄）との間に差が存在するが、グループ間

の差は民間住宅ほど大きくはない。補助系列を用いるグループで比較すると、

住宅が prorata < linchow < dentonの順であるのに対して、設備投資では

linchow < denton < prorataと、順位が入れ替わっている。設備投資では、推計

を必要としないprorataより、推計を必要とする linchow、dentonの方が予測誤
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差は小さくなった（ただしその差は小さい）。linchow > dentonという順位は住
宅と変わらない。
最後に、公共投資（public）についても、MAE、MAPE、RMSE、RMLSE

で順位が全て同じとなった。

公共投資　prorata < denton < linchow < constant < cubic < akima < linear   <nearest

公共投資についても、住宅や設備投資と同様に、補助系列を用いるグループ
（MAE:₅₇-₇₂）と補助系列を用いないグループ（MAE:₁₅₀-₂₀₉）では、明確な
差が存在する。補助系列を用いるグループで比較すると、prorata < denton 

< linchowの順となった。民間住宅と同様に、prorataの予測誤差が、denton、
linchowの予測誤差より小さくなった。dentonと linchowとを比較すると、
denton < linchowの順となった。この傾向は住宅や設備投資とは異なり、消費
と同じである。

GDP推計の際には、水準での予測が重要であるが、それと同程度かそれ以
上に、成長率の予測も重視されている。そこで以下では、頑健性のチェックと
して、水準ではなく前期比%を用いて同様の比較を行う。この結果を表 ₃ に
示した。表 ₂ と同様に、デントン法（denton）はいずれの費目においても、
またいずれの予測指標でみても ₁－ ₃位以内であり、比較的良いパフォーマン
ス示した。しかしながら、消費や設備投資のRMSLEなど一部ではややパ
フォーマンスに劣る結果となった。前期比でみたチャウ・リン法（ linchow）
とプロラタ法（prorata）は、表 ₂ でみた水準での比較と比べるとパフォーマ
ンスは良好である。しかしながら、prorataをRMSLEで評価すると、消費で最
もパフォーマンスが悪い（₁₃₃.₄, ₈ 位）一方で、住宅、設備投資、公共投資で
は最もパフォーマンスが良くなり、対照的な結果となった。以上から、デント
ン法については比較的頑健であると考えられるが、プロラタ法による分割には
注意を要するということが示唆される。
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表 3 　予測誤差の比較（前期比 %）

measure indicator method cons housing inv public
mae with indicator denton ₀.₅₆₇（₁） ₀.₈₁₁（₂） ₁.₃₇₈（₂） ₁.₄₄₉（₂）

linchow ₀.₆₄₉（₂） ₀.₈₁₆（₃） ₁.₃₆₄（₁） ₁.₇₄₂（₃）
prorata ₁.₀₃₈（₇） ₀.₇₇₂（₁） ₁.₆₅₁（₃） ₁.₃₆₈（₁）

without  indicator akima ₀.₆₈₉（₄） ₁.₉₅₅（₄） ₁.₉₀₅（₅） ₂.₆₉₆（₇）
constant ₀.₇₁₂（₆） ₁.₉₉（₅） ₁.₈₈₈（₄） ₂.₆₀₆（₄）
cubic ₀.₆₈₁（₃） ₂.₀₅₈（₇） ₁.₉₂₃（₇） ₂.₆₉₁（₅）
linear ₀.₆₉₀（₆） ₂.₀₄₅（₆） ₁.₉₁（₆） ₂.₆₉₅（₆）
nearest ₁.₁₈₁（₈） ₃.₀₆₁（₈） ₃.₁₄₇（₈） ₃.₆₃₅（₈）

mape with indicator denton ₁₀₉（₁） ₆₇.₅（₃） ₇₆.₈（₁） ₁₀₃.₁（₂）
linchow ₁₄₆（₂） ₆₃.₄（₂） ₇₈.₆（₂） ₁₃₅.₉（₄）
prorata ₂₀₄.₆（₃） ₅₉.₇（₁） ₈₄.₄（₃） ₇₈.₆（₁）

without  indicator akima ₂₅₉.₉（₇） ₂₁₁.₅（₅） ₁₀₉.₈（₄） ₁₃₉.₃（₅）
constant ₂₃₇.₆（₄） ₂₃₀.₆（₇） ₁₁₃（₆） ₁₄₂.₄（₆）
cubic ₂₅₇.₈（₆） ₂₁₆.₁（₆） ₁₁₃.₁（₇） ₁₄₄.₃（₇）
linear ₂₅₃（₅） ₂₀₉（₄） ₁₁₀.₂（₅） ₁₃₀.₆（₃）
nearest ₄₉₀（₈） ₃₉₀.₃（₈） ₂₁₄.₈（₈） ₂₁₂.₃（₈）

rmse with indicator denton ₀.₉₀₈（₁） ₁.₁₁₃（₃） ₁.₇₀₇（₂） ₂.₂₇₂（₂）
linchow ₀.₉₄（₂） ₁.₀₆₅（₂） ₁.₆₇₉（₁） ₂.₅₉₅（₃）
prorata ₁.₆₄₁（₈） ₁.₀₁₂（₁） ₂.₀₅₃（₃） ₂.₀₂₇（₁）

without  indicator akima ₀.₉₆（₄） ₂.₅₄₅（₄） ₂.₅₁₂（₆） ₃.₆₄₆（₆）
constant ₁.₀₄₆（₆） ₂.₅₈₆（₅） ₂.₄₆₃（₄） ₃.₅₃₃（₄）
cubic ₀.₉₅₇（₃） ₂.₆₈₂（₇） ₂.₅₀₄（₅） ₃.₆₁₅（₅）
linear ₀.₉₆₃（₅） ₂.₆₅₃（₆） ₂.₅₃₃（₇） ₃.₆₅₂（₇）
nearest ₁.₆₂₃（₇） ₄.₂₁₁（₈） ₄.₀₇₂（₈） ₄.₈₆（₈）

rmsle with indicator denton ₇₈.₄（₅） ₉₂.₅（₃） ₁₀₄.₄（₅） ₇₇.₅（₃）
linchow ₇₉.₅（₆） ₆₉.₄（₂） ₁₀₃.₅（₄） ₇₆.₂（₂）
prorata ₁₃₃.₄（₈） ₆₈.₇（₁） ₈₃.₁（₁） ₆₆.₁（₁）

without  indicator akima ₆₇.₈（₂） ₉₂.₆（₄） ₁₀₅.₃（₆） ₁₂₄.₃（₆）
constant ₆₉.₁（₄） ₁₂₄.₅（₈） ₁₁₄.₇（₇） ₁₂₂.₇（₅）
cubic ₆₆.₉（₁） ₁₀₈.₅（₅） ₁₀₁.₉（₃） ₁₁₇.₇（₄）
linear ₆₈.₃（₃） ₁₁₄.₈（₇） ₉₉.₅（₂） ₁₃₀.₁（₇）
nearest ₈₄.₃（₇） ₁₁₁.₆（₆） ₁₃₂.₈（₈） ₁₃₂.₂（₈）

注：cons、housing、inv、publicはそれぞれ、消費、住宅、設備投資、公共投資を表
す。constant、denton、linchow、prorataはそれぞれ、補助系列を用いないデントン
法、デントン法、チャウ・リン法、プロラタ法を表す。ただしここでのデントン法
はDenton-Cholleteと呼ばれる、デントン法の派生手法を意味する。akima、cubic、
linear、nearestはそれぞれ、Akima補間、キュービックスプライン補間、線形補間、
近傍補間を表す。カッコ内は予測誤差指標ごとに計 ₈ つの分割手法で予測パフォー
マンスを比較した順位（値が小さい方が上位）を表す。
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5 　おわりに

本稿では、国民経済計算（四半期推計値）の年度合計値を用いて、岡野・稲

田（₂₀₁₇）をベースに、支出側系列から民間最終消費支出、民間住宅、民間企

業設備、公的資本形成の四半期分割を行った。分割には、地域別支出総合指数

の全国値を補助系列として、デントン法やチャウ・リン法、プロラタ法を採用

した。また、補助系列を必要としない時系列分析の手法を用いた補間系列も作

成した。これらの四半期分割された系列に対して、MAEやRMSEといった予

測誤差指標を用いて、それぞれの手法を比較検証した。

本稿の分析によって、以下の点が明らかになった。まず、住宅、設備投資、

公共投資については、補助系列の有無で予測誤差にはっきりとした傾向が認め

られた。これらは、いずれの予測誤差指標でみても、デントン法、チャウ・リ

ン法、プロラタ法のパフォーマンスは ₈つの手法のうち上位 ₃位以内に収まっ

た。一方で、消費については、一部に逆転が見られた。すなわち、補助系列を

用いない分割手法が、補助系列を用いる分割手法より、予測誤差で劣る結果と

なった。次に、デントン法、チャウ・リン法、プロラタ法を比較すると、デン

トン法はいずれの支出項目においても、またいずれの予測指標でみても高いパ

フォーマンスを示した。チャウ・リン法とプロラタ法は、住宅、設備投資、公

共投資では比較的良いパフォーマンスを示したが、消費においては、補助系列

を用いない分割手法に部分的に劣る結果となった。以上の結果は、水準でなく

前期比成長率でみても概ね同様であったが、プロラタ法の結果を見ると、一部

の予測誤差指標では、消費で最もパフォーマンスが悪く、住宅、設備投資、公

共投資では最もパフォーマンスが良いという、対照的な結果となった。以上の

分析から、デントン法については比較的頑健であるが、プロラタ法による分割

には注意を要するということが示唆された。

本稿の分析の背景には、地域GDPの四半期分割のパフォーマンスを検証す
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るというねらいがあり、本稿はその予備分析と位置づけることができる。しか

しながら、本稿の分析を地域経済にあてはめるには、いくつかの克服すべき課

題がある。 ₁つは前述した断層問題である。具体的には、国民経済計算（確報

値、年次系列）と県民経済計算（年次系列）との断層問題、国民経済計算の確

報値（年次系列）と速報値（四半期系列）との間の断層問題などである。これ

らは統計上の誤差として観測されるものの、四半期分割の結果に本質的な影響

を及ぼさないかどうかは検討の余地がある。また、地域別支出総合指数の国民

経済計算に対する関係性が、県民経済計算の各地域に対しても同様に成り立つ

かどうかは未知である。こうした問題に対処するには、さらなる検証が必要に

なろう。
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付録A　チャウ・リン法、デントン法、プロラタ法の解説

本節では、主にSax and Steiner （₂₀₀₅）に依拠して、チャウ・リン法、デン

トン法、プロラタ法の解説を行う。より詳細な議論にはChow and Lin （₁₉₇₁）、

Denton （₁₉₇₁）、Sax and Steiner （₂₀₀₅）、国友・川崎 （₂₀₁₁）を参照されたい。

A.1　チャウ・リン法

チャウ・リン法は、例えば、年次系列と四半期系列の年合計との間に生じる
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誤差を、四半期にどう振り分けるべきか（歪みが小さくなるか）を考えるもの

である。すなわち、年次系列を、説明変数（四半期系列）によって説明される

部分と、説明されない部分（確率項）の和として与える。Chow and Lin （₁₉₇₁）

の手法はこのモデルにおける線形最良不偏推定量を導出するものである。ま

ず、以下の回帰式を考える。

 （A.₁）

ここで は未知の高頻度系列 、 は既知かつ高頻度の補助系列

である。 は高頻度系列の観測数を表し、 は補助系列の数である。 は

の回帰係数である。 は平均 ₀ の誤差項 で、分散共分散行列を

とおく。 は未知であることから、（A.₁）を直接推定することはできない。

そこで、次式を考える。

 （A.₂）

は既知の低頻度系列 、 は の変換行列（conversion matrix）

である。 は となり、 は となるので、それぞ

れ高頻度系列から低頻度系列へと変換されている。このため、（A.₂）は推定

が可能である。 の分散共分散行列は、次式で表される。

 （A.₃）

ここで、低頻度系列を年値、高頻度系列を四半期と想定して、 の取り方をみ

よう。例えば、 とおく（ はクロネッカー積を表す）。

とすると、
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となるので、この場合には、 の四半期合計値が に等しくなる。

さて、 となる を考えよう（ は未知の高頻度系列

の推定値である）。このとき、Chow and Lin （₁₉₇₁）は、 が

 （A.₄）

を満たすことを示した＊8。ここで、 と はそれぞれ回帰式 の

GLS推定量と残差系列を表す。 は と の分散共分散行列である。 と

は次のように書ける：

 （A.₅）
 （A.₆）

（A.₆）を用いると、（A.₄）は、次のように書き換えられる。

 （A.₇）

（A.₅）（A.₆）（A.₇）より、回帰式 を推定することで、所与の

のもとで 、 と を求めることができる。後は、 つまり の分布を考えれ

ば良い。また、

＊8 行列Aの導出の詳細ついてはChow and Lin （₁₉₇₁）を参照のこと。
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 （A.₈）

となるので、 に をかけると、既知の低頻度系列 に等しくなることが確

かめられる。

に関して、Chow and Lin （₁₉₇₁）では、誤差項 が定常なAR（₁）にしたが

うことを仮定した。

 （A.₉）

ここで は自己回帰係数 、 は平均 ₀、分散 のホワイトノイズ項

である。このとき、 は の関数として、次のように書ける。

 （A.₁₀）

は未知であるものの、（A.₈）や（A.₇）においては相殺されるので、推定す

る必要がない。 については、逐次法（ iterateive method）によって推定する。

この推定の詳細についてはChow and Lin （₁₉₇₁）を参照されたい。以上がチャ

ウ・リン法による分割方法の概要である。

後の議論のために（A.₇）を一般化すると、次のように書ける。

 （A.₁₁）

22

大阪学院大学経済論集　第31巻 第 1 ･ 2 号



ここで、 は予備系列（preliminary series）、 は分配行列（distribution 

matrix）である。すなわち、低頻度系列から高頻度系列への変換という問題
は、予備系列の決定問題と、低頻度系列の誤差項の分配問題という ₂つの問題
に帰着することができる。もちろん、Chow and Lin （₁₉₇₃）のケースでは、

である。

A.2　デントン法
内閣府社会経済研究所では、（比例）デントン法について次のように解説し
ている＊9：

求めるべき四半期値の合計が暦年の値になるように制約をかけて、四半
期補助系列と求めるべき四半期系列の差を隣接する期（ ₁期前の比）ま
で考慮して誤差を最小にするように最適化問題を解いて求める

以下ではこのことを確認しよう。デントン法では、（A.₁₁）に対して
とおく。 は のベクトルであり、補助系列を ₁ つ

用いる。また を各要素が ₁ の定数項ベクトルとおけば、補助系列を用いず
に を推定することができる。 はチャウ・リン法と共通である。デントン法
は、補助系列の 回階差の最小絶対（または相対）二乗誤差を求める方法であ
る。また、誤差を絶対差ではなく相対比で求める場合、比例デントン法と呼ば
れる。 のとき、デントン法では、 は次のように書ける：

 （A.₁₂）

＊9 http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/seibi/kaigi/shiryou/pdf/kijyun/₀₄₁₀₁₉/shiryou₃.pdf
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ただし は主対角成分が ₁で第 ₁副対角成分が－ ₁の階差行列である。

とおくと、

となる。 のときは のように、左から をかけ、右

から をかける。 以上のときも同様である。 のときは、

すなわち 次の単位行列に等しくなる。なお本稿で実際に用いるのは、デン

トン法を修正したDenton-Chollete法である。Denton-Chollete法では、 は

とは異なる値をとる。この詳細についてはDagum and Cholette 

（₂₀₀₆）を参照のこと。

A.3　プロラタ法

プロラタ法では、（A.₁₁）に対して、より強い仮定をおき、以下のようにす

る。

 （A.₁₃）

ただし は対角成分が の対角行列であり は次の単位

行列である ＊10。プロラタ法では、 は のベクトルをとる。

高頻度を年次系列、低頻度を四半期系列として、 、 とおくと

（A.₁₃）は、次のように書ける：

＊10 例えば、低頻度系列を年次とし、高頻度系列を四半期とおくと、 なので
となる。
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すなわち、四半期の補助系列の各年を通して、同じ 倍して を求めること

になる。 は次のようにして求める（ のとき）。

 （A.₁₄）

先と同様に、 、 とおくと、

となる。すなわち、四半期の補助系列の年合計値の定数倍が の各年の値に

等しくなるように をとる。

プロラタ法では、毎年の水準比を計算しなおして四半期の水準を年度の水準
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に修正している。このことから、プロラタ法は比例配分法あるいは定率修正法

とも呼ばれる。上式からも分かるように、比例配分法では年ごとに水準がジャ

ンプしてしまうという課題がある。
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Quarterly Disaggregation of Annual GDP: A Comparative Study

 Mitsuhiro Okano

ABSTRACT
This paper compares some methods of temporal disaggregation of 

annual GDP to quarterly series.　The methods consist of Denton, Chow-

Lin, Pro-Rata method, and others which are not using any indicators.　

Using some common metrics to measure accuracy, we show that the 

methods with indicators generally had better performances than those 

without indicators, with the exception of consumption.　Also, we show 

that Denton method brings better and robust results, in contrast to the 

unstable results by Pro-Rata method.

Keywords： GDP, Regional Domestic Expenditure Index,  
temporal disaggretation 

JEL Classification Numbers：C₅₃; E₂₇.
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